
追加型投信／海外／株式

 上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。 1/7

作成基準⽇︓2026年6⽉30⽇

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来
-2.16% 1.14% -7.54% 11.00% 26.98% 153.26%

投 資 対 象 シュローダーBICs株式マザーファンド受益証券を主要投資対象とします。
設 定 日 2006年1⽉31⽇
信 託 期 間 無期限
決 算 日 毎年4回（1⽉、4⽉、7⽉、10⽉の各30⽇）当該⽇が休業⽇の場合は翌営業⽇
信 託 報 酬 ファンドの⽇々の純資産総額に対して年率2.068％ （税抜1.88％）

基 準 価 額 8,685円
純 資 産 総 額 7,524(百万円)
組 入 銘 柄 数 56銘柄

・ 基準価額および純資産総額︓ベビーファンドベース
・ 組⼊銘柄数︓マザーファンドベース

■設定来の基準価額の推移 ■分配実績（1万口当たり、税引前）

■基準価額（税引前分配⾦再投資）の騰落率

・ 分配⾦再投資基準価額は税引前分配⾦を再投資したものとして計算しています。

■組入上位銘柄

・ 騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。分配⾦を再投資した基準価額の騰落率です。
・ 基準価額は信託報酬控除後の価額です。信託報酬率については上記「信託報酬」欄をご参照ください。
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※ベビーファンドベース。投資⽐率は、マザーファンドの投資⽐率と当ファンドが保有するマザーファンド⽐率より算出しております。
※国／地域、業種につきましては委託会社の分類に基づいて表記しております。

国／地域 業種 投資⽐率
中国 ﾒﾃﾞｨｱ･娯楽 9.04%   

中国 ⼀般消費財･ｻｰﾋﾞｽ流通･⼩売り 4.46%   

中国 資本財 4.37%   

インド 銀⾏ 3.74%   

香港 保険 3.46%   

中国 半導体･半導体製造装置 3.20%   

インド 銀⾏ 2.95%   

ブラジル 銀⾏ 2.70%   

中国 消費者ｻｰﾋﾞｽ 2.61%   

中国 資本財 2.43%   

銘  柄  名

1
TENCENT HOLDINGS LTD

テンセント・ホールディングスは、中国の通信サービス会社。子会社を通じて世界各地で事業を展開。

7
ICICI BANK LTD

ICICI銀⾏はインドの商業銀⾏。⼀般銀⾏業務のほか、投資、保険、融資などの各種サービスも提供している。

8
ITAU UNIBANCO HLDNG-PREF ADR

イタウ・ウニバンコ・ホールディングは、融資業務やプライベート・バンキングなどの⾦融サービスを⼿がける商業銀⾏。

9
H WORLD GROUP LTD-ADR

Hワールド・グループはマルチブランドホテルの運営会社。

10
SHENZHEN INOVANCE TECHNOLO-A

2
ALIBABA GROUP HOLDING LTD

アリババ・グループ・ホールディングは､中国のオンライン販売会社｡子会社を通じて様々なインターネットサービスを提供｡

3
CONTEMPORARY AMPEREX TECHN-A

コンテンポラリー・アンプレックス・テクノロジーは中国の電池製品メーカー。パワーバッテリーシステムその他の製品を製造・販売する。

4
HDFC BANK LTD

HDFC銀⾏はインドの商業銀⾏。グローバルな企業にさまざまな⾦融サービスを提供している。

5
AIA GROUP LTD

AIAグループは⽣命保険、⾦融サービスを提供する会社。世界各地で事業を展開している。

6
MONTAGE TECHNOLOGY LTD

モンタージュ・テクノロジーは中国の半導体メーカー。クラウドやAIインフラ向け相互接続チップの設計を⾏う。

シェンヂェン・イノバンス・テクノロジーは中国のメーカー。産業⽤オートメーション制御製品の製造及び販売を⾏う。

・ 運⽤状況によっては分配⾦が⽀払われない場合があります。

決算期 分配⾦
第76期(2025年4月30日) 50円
第77期(2025年7月30日) 50円
第78期(2025年10月30日) 50円
第79期(2026年1月30日) 50円
第80期(2026年4月30日) 50円

直近1年間累計 200円
設定来累計 9,490円

■国／地域別組入状況
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* キャッシュ等は未収⾦・未払い⾦を含みます。
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NISA成⻑投資枠 ＊

＊本ファンドは、NISAの成⻑投資枠の対象です。販売会社により取り扱いが異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
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作成基準⽇︓2026年6⽉30⽇

前月末⽐
レアル／円 -0.86%
米ドル／円 1.88%
ルピー／円 2.98%

香港ドル／円 1.82%

【市場概況】
6⽉は、⽶国とイランの和平合意への署名により地政学的リスクへの懸念は緩和したものの、⼀部通貨に対し⽶ドル⾼となったこと等
が重しとなり、BICs株式市場は下落しました。
中国は、国内の経済活動の軟調さ等が重しとなり、株式市場は下落しました。AI関連銘柄と非AI関連銘柄の株価パフォーマンス
の二極化が進んでおり、AI関連銘柄が牽引した情報技術セクターは堅調に推移しました。ブラジルは、10⽉の⼤統領選挙に向け
た世論調査で、ルーラ⼤統領がリードを維持していることが⽰されたこと等が材料視され、株式市場は下落しました。インドは、原油
価格が軟調に推移したことがインフレ懸念の緩和につながり、株式市場は上昇しました。
(株式市場の騰落の記載がある場合は現地通貨ベースで記載しております。)

【今後の⾒通し】
多くの新興国は、今回の中東における地政学的ショックに直⾯する以前から、実質⾦利が⾼く、国際収⽀は堅調で、海外資本への
依存度は低下していました。中東情勢の緊迫化とそれに伴う原油ショックは、利下げ局⾯⼊りの可能性を⼀時的に停⽌させ、⼀部
の新興国では利上げにつながりました。停戦が⻑期化すれば、インフレ圧⼒は低下し、新興国の⾦利環境の⾒通しは改善しますが、
中央銀⾏の動向は⽶連邦準備制度理事会（FRB）の動向に左右される可能性が⾼いとみています。
AIは強⼒な構造的テーマであり、⽶国のハイパースケーラーによるコミットメントを背景に、AI関連への設備投資需要は2027年にか
けて堅調に推移するとみています。ただし、その強さは株価に相当程度織り込まれており、市場⾏動の⼀部ではバブル局⾯で⾒られ
がちな特徴も確認されていること等も認識しています。
⽶ドルについては、構造的な脆弱性を抱えているものの今年はそれが目⽴ちにくい状況が続いています。⼀⽅で、⽶国政策の不確
実性が継続していることや、⽶国が⼤幅な経常・財政⾚字を抱えていること等を背景に、中期的には⽶ドルは下落するとみています。
短期的には、引き続き中東情勢が新興国株式市場の最⼤のリスクとなっており、事態が⻑期的な経済・市場への影響にどの程度
波及するかが焦点となるとみています。その他にも、AI需要の想定以上の減速、トランプ政権に伴う政策不確実性、⽶中関係等が
リスク要素として挙げられます。

【ロシア株式の保有状況について】
従前より当ポートフォリオではロシア株式の保有は限定的であるものの、中⻑期にわたって国際⾦融市場におけるロシア銘柄の取引
が困難となることが⾒込まれる状況から、取引停⽌前にファンドが保有し売却が済んでいない銘柄を除いて、ロシア株式（預託証
券を含む）は投資対象としておりません。また、現時点において保有するロシア株式（預託証券を含む）については、足元の社会
環境・市場環境を受けて、当社では評価額をゼロとして報告をしております。

■月次コメント

■BICs（ブラジル、インド、中国）の主な株価指数の動き ■為替市場の変動

出所︓LSEG Datastream
出所︓資産運⽤業協会発表の為替レート

株価指数 騰落率
ブラジル ボベスパ指数 -1.01%
インド ムンバイSENSEX30種指数 2.28%

ハンセン中国企業株指数（H株） -10.30%
ハンセン　レッドチップ（中国本土系香港企業株）指数 -16.30%

中国
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■投資リスク
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＊ お申込みの際は、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、
ご自身でご判断ください。
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委託会社︓シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社 [設定・運用等]
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第90号
加⼊協会／⼀般社団法⼈資産運⽤業協会、⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会

受託会社︓三菱UFJ信託銀⾏株式会社［信託財産の管理等］

販売会社︓販売会社については、下記ご参照（五⼗⾳順）。 ［募集の取扱い等］

■ファンドの関係法人

本資料に関するご留意事項
■本資料は、シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社（以下「弊社」といいます。）が設定した投資信託に関する商品説明資料であり、法令に基づく開⽰書
類ではありません。■投資信託は、⾦融機関の預貯⾦と異なり、元⾦および利息が保証されている商品ではありません。投資信託は、預⾦または保険契約ではなく、預
⾦保険および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。投資信託は、銀⾏等登録⾦融機関でお申込みいただいた場合は、投資者保護基⾦の⽀払対象で
はありません。■本資料に⽰されている運⽤実績、データ等は過去のものであり、将来の投資成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。投資資産および投資に
よりもたらされる収益の価値は上方にも下方にも変動し、投資元本を毀損する場合があります。また外貨建て資産の場合は、為替レートの変動により投資価値が変動し
ます。■本資料は、作成時点において弊社が信頼できると判断した情報に基づいて作成されておりますが、弊社はその内容の正確性あるいは完全性について、これを保証
するものではありません。■本資料中に記載されたシュローダーの⾒解は、策定時点で知りうる範囲内の妥当な前提に基づく所⾒や展望を⽰すものであり、将来の動向や
予測の実現を保証するものではありません。市場環境やその他の状況等によって将来予告なく変更する場合があります。■本資料中に個別銘柄についての⾔及がある場
合は例⽰を目的とするものであり、当該個別銘柄等の購⼊、売却などいかなる投資推奨を目的とするものではありません。また当該銘柄の株価の上昇または下落等を⽰
唆するものでもありません。■本資料中に含まれる第三者機関提供のデータは、データ提供者の同意なく再製、抽出、あるいは使⽤することが禁じられている場合がありま
す。第三者機関提供データはいかなる保証も提供いたしません。第三者提供データに関して、本資料の作成者あるいは提供者はいかなる責任を負うものではありません。
■お申し込みの際は、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
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株式会社イオン銀⾏(委託⾦融商品取引業者:
マネックス証券株式会社) 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第633号 ○

いちよし証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第24号 ○ ○
ＳＭＢＣ日興証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第2251号 ○ ○ ○ ○
株式会社SBI証券
※右の他に⼀般社団法⼈日本STO協会にも加⼊ ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○ ○

株式会社SBI新⽣銀⾏(委託⾦融商品取引業者
株式会社SBI証券、マネックス証券株式会社) 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○

九州ＦＧ証券株式会社 ⾦融商品取引業者 九州財務局⻑（⾦商）第18号 ○
株式会社 荘内銀⾏ 登録⾦融機関 東北財務局⻑（登⾦）第6号 ○
ソニー銀⾏株式会社
※右の他に⼀般社団法⼈日本STO協会にも加⼊ 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第578号 ○ ○ ○

ちばぎん証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第114号 ○
東海東京証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑（⾦商）第140号 ○ ○ ○ ○
株式会社⿃取銀⾏ 登録⾦融機関 中国財務局⻑（登⾦）第3号 ○
株式会社⻄日本シティ銀⾏ 登録⾦融機関 福岡財務⽀局⻑（登⾦）第6号 ○ ○
⻄日本シティTT証券株式会社 ⾦融商品取引業者 福岡財務⽀局⻑（⾦商）第75号 ○
株式会社肥後銀⾏ 登録⾦融機関 九州財務局⻑（登⾦）第3号 ○
松井証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第164号 ○ ○
マネックス証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第165号 ○ ○ ○ ○
三菱UFJ eスマート証券株式会社
※右の他に⼀般社団法⼈日本STO協会にも加⼊ ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第61号 ○ ○ ○ ○

⽔⼾証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第181号 ○ ○
株式会社みなと銀⾏ 登録⾦融機関 近畿財務局⻑（登⾦）第22号 ○ ○
UBS SuMi TRUSTウェルス・マネジメント株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第3233号 ○ ○ ○
楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○

※上記の販売会社は今後変更となる場合があります。
※販売会社によって新規のご購⼊の取扱いを⾏っていない場合やお申込みの方法・条件等が異なります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

⼀般社団法⼈
資産運⽤業

協会

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融商品

取引業協会

日本証券業
協会⾦融商品取引業者等の名称 登録番号

⼀般社団法⼈
⾦融先物

取引業協会
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